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火山噴火予知連絡会について（依頻）

近年、火山噴火予知の実用化に対する社会的要請はますます強くなっております。

今般、測地学審議会の「火山噴火予知計画の推進について」の建議（昭和 4 8 年 6 月 2 9 日）の趣

旨にそい、火山噴火予知の実用化を促進させるための火山噴火予知連絡会を別紙要網により発足させ

る運びとなりましたので、よろしく御協力方お願いします 。

な お、本連絡会委員の推薦方についても、 よろしくお取り計らいください。

科学技術・学術審議会 測地学分科会（第５１回）・地

震火山観測研究計画部会（第５９会）合同会議
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火山噴火予知連絡会運営要綱

（目 的）

1. 火山噴火予知連絡会（以下「連絡会」という。）は、測地学審議会の建譲（昭和 4 8 年 6 月 2 9 

日）の趣旨匹そい、火山噴火予知に関する関係機関の 研究及び業務の相互連携を密にし、もって、

火山噴火予知の推進匹関する計画の円滑な実施匹資することを目的 とする。

（任 務）

2. 連絡会の 任務は、次のと おりとする。

(1)関係諸機関の研究及び業務に関する成果及び情報を交換し、それぞれの機関rCおける火山噴火

予知に関する砧究及び技術の開発の促進を図ること 。

(2) 火山噴火に際して、当該火山の噴火現象について総合判断を行い、火山情報の質の向上を図る

こ とにより防災活動に資すること 。

(3) 火山噴火予知匹関する研究及び観測の体制の整備のための施策について総合的に検討すること。

（報告•発表）

3. 連絡会 で行われた総合判断に関する報告•発表は、必要のつど気象庁が行う。

（運 営）

4. 連絡会は、次により運営する。

(1) 連絡会は、委員3 0人以内で構成する。

特別の事項を調査検討するため、必要があるときは、連絡会匹臨時 委員を置くことができる。

(2) 委員及び臨時委員 は、学識経験者及び次の 関係行政機関の 職員をもって充てる。

科 学 技 術 庁

国 土 庁

文 部 省

建 菩n几又 省 （国土地理院）

海 上 保 安 庁

気 象 庁

(3)学識経験者としての委員は、気象庁長官が依頼し、関係行政機関の職員 と しての委員は、当該

行政機関の推薦によるもの とする。臨時委員についても同様とする。

(4)連絡会に会長を置き、委員の互選によって これを定める。

(5) 連絡会は、必要に応じ会長が招集する。

(6) 連絡会に幹事会を置く。

(7)連絡会の運営に関し必要な事項は、会長が連絡会にはかって定める。

(8)連絡会の庶務は、気象庁観測部地震課において処理する 。



A 云 長

委 員

永 田

横 山

火 山噴火予知連絡会メンバー

武 （極地研究所教授）

泉 （北海道大学教授）

高 木 章 雄 （東北大学教授）

浅 田 敏 （東京大学教授）

下 鶴 大 輔（東京大学教授）

行 武 毅 （東京大学助教授）




